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第１部：最近の大阪経済の動向 資料

『増税の反動減の影響を受けつつも､基調は順調な大阪経済』
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公益財団法人 大阪市都市型産業振興センター

経済調査室長 徳田 裕平

【本日の話題】

１ この１年あまりの景気認識を振り返る

２ 国内総生産の動きが語る日本経済のトレンド

３ 輸出が回復するも、勢いに力強さを欠く状況
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３ 輸出が回復するも、勢いに力強さを欠く状況

４ 四半期の景気観測調査から捉える大阪市の状況

５ 月次指標で捉える大阪経済の動向

６ 最近の経済トピックス



■■１ この１年あまりの景気認識を振り返る 各種機関各種機関各種機関各種機関でのでのでのでの業況総括判断推移業況総括判断推移業況総括判断推移業況総括判断推移のののの比較比較比較比較
年月 【国（内閣府）】 【近畿（日銀大阪支店）】 【経済調査室のフェーズ】 【大阪市<景気観測調査>】 【大阪市経済の動向】 年月

7月
景気は、依然依然依然依然としてとしてとしてとして厳厳厳厳しいしいしいしい状況状況状況状況にあるものの、復興需要

等を背景として、緩やかに回復回復回復回復しつつあるしつつあるしつつあるしつつある

供給面で工業系は依然低調だが、需要、雇用は

概ね順調で、景気は持持持持ちちちち直直直直しししし基調を持続
7月

8月
景気は、このところこのところこのところこのところ一部一部一部一部にににに弱弱弱弱いいいい動動動動ききききがみられるものの、

復興需要等を背景として、緩やかに回復回復回復回復しつつあるしつつあるしつつあるしつつある

輸出と工業系が低調に推移する以外は概ね

順調で、景気は持持持持ちちちち直直直直しししし基調を持続
8月

9月
景気は、世界景気の減速等を背景として、回復回復回復回復のののの動動動動きにきにきにきに

足踏足踏足踏足踏みみみみがみられる
足踏足踏足踏足踏みみみみ状態状態状態状態となっている

工業系は依然低調、雇用面が一部弱含むも、

その他は概ね順調で景気は持持持持ちちちち直直直直しししし基調
9月

10月
景気は、引き続き底堅さもみられるが、世界景気の減速等

を背景として、このところこのところこのところこのところ弱弱弱弱めのめのめのめの動動動動ききききとなっている

景気は、消費や雇用で持持持持ちちちち直直直直しししし基調が続くも、

その他は弱含弱含弱含弱含みみみみの様相が見られる
10月

11月
景気は、消費等が一部弱含弱含弱含弱含むむむむも、総じて底堅底堅底堅底堅いいいい

動きが持続
11月

12月
消費、雇用は底堅底堅底堅底堅くくくく、商業、サービス業、工業が

復調気配復調気配復調気配復調気配となり、景気は総じて堅調堅調堅調堅調
12月

13年

1月

景気は、弱弱弱弱いいいい動動動動ききききとなっているが、一部に下下下下げげげげ止止止止まりまりまりまりの

兆しもみられる。

需要面と雇用面は概ね順調順調順調順調で、景気は持持持持ちちちち

直直直直しししし基調を持続

13年

1月

2月 景気は、一部一部一部一部にににに弱弱弱弱ささささが残るものの、下下下下げげげげ止止止止まっているまっているまっているまっている。 景気は下下下下げげげげ止止止止まりまりまりまりつつつある
需要面、供給面、雇用面のいずれも総じて順調順調順調順調

で、景気は持持持持ちちちち直直直直しししし基調を持続
2月

3月
工業系が弱含弱含弱含弱含むむむむ以外は概ね順調順調順調順調で、景気は

持持持持ちちちち直直直直しししし基調を持続
3月

4月 4月

5月 景気は、緩やかに持持持持ちちちち直直直直ししししている。
下下下下げげげげ止止止止まっておりまっておりまっておりまっており、緩やかな持持持持ちちちち直直直直ししししに向けた

動きがみられている。
5月

持持持持ちちちち直直直直ししししの動きもみられるが、なお足踏足踏足踏足踏みみみみ状態状態状態状態に

ある

〈〈〈〈フェーズフェーズフェーズフェーズⅪⅪⅪⅪ〉〉〉〉

低迷低迷低迷低迷するするするする域外需要域外需要域外需要域外需要とととと

活発活発活発活発なななな属地型需要属地型需要属地型需要属地型需要

とにとにとにとに分分分分かれるかれるかれるかれる

離層期離層期離層期離層期

景気は節電要請など

厳しい環境下で一部一部一部一部がががが

弱含弱含弱含弱含みみみみ、、、、回復回復回復回復のののの動動動動きにきにきにきに

足踏足踏足踏足踏みみみみ

全体として足踏足踏足踏足踏みみみみ状態状態状態状態となっているが、一部一部一部一部にににに弱弱弱弱

めのめのめのめの動動動動ききききがみられている。
年末需要などにより今期

の景気は足踏みから緩や

かな持持持持ちちちち直直直直しししし
景気は、世界景気の減速等を背景として、このところこのところこのところこのところ弱弱弱弱いいいい

動動動動ききききとなっている。

弱弱弱弱めのめのめのめの動動動動ききききとなっている。

〈〈〈〈フェーズフェーズフェーズフェーズXIIXIIXIIXII〉〉〉〉

持持持持ちちちち直直直直しのしのしのしの動動動動きがきがきがきが域内外域内外域内外域内外

にににに広広広広まりまりまりまり、、、、成長軌道成長軌道成長軌道成長軌道へのへのへのへの

飛躍飛躍飛躍飛躍をうかがうをうかがうをうかがうをうかがう

離陸期離陸期離陸期離陸期

年末需要の反動がある

ものの、景気は持持持持ちちちち直直直直しししし

基調を持続

景気は、一部一部一部一部にににに弱弱弱弱ささささが残るものの、このところ持持持持ちちちち直直直直ししししの

動きがみられる。

なおなおなおなお弱弱弱弱めめめめながらも、持持持持ちちちち直直直直ししししに向けた動きが徐々

に広がりつつある。

景気は持持持持ちちちち直直直直しししし基調を

持続し、金融危機による

需要面、供給面、雇用面のいずれも総じて順調順調順調順調

で、景気は持持持持ちちちち直直直直しししし基調を持続

2(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

6月 景気は、着実に持持持持ちちちち直直直直ししししている。
景気は金融危機以降の停滞局面停滞局面停滞局面停滞局面からからからから脱却脱却脱却脱却の動

き
6月

7月
景気は金融危機以降の停滞局面停滞局面停滞局面停滞局面からからからから脱却脱却脱却脱却の動

きを持続
7月

8月
景気は金融危機以降の停滞を脱却し、回復回復回復回復の動

き
8月

9月
景気は、需要面・供給面を中心に回復回復回復回復の動きが

持続
9月

10月
景気は、需要面・供給面・雇用面のいずれも総じ

て堅調で、景気は回復回復回復回復の動きを持続
10月

11月
景気は、供給面・雇用面が順調に推移し、回復回復回復回復

の動きを強めている
11月

12月
景気は、需要面・供給面・雇用面のいずれも総じ

て順調で、回復回復回復回復の動きを持続
12月

14年

1月

景気は、需要面・供給面・雇用面のいずれも引き

続き順調で、回復回復回復回復の動きを持続

14年

1月

2月
緩やかに回復回復回復回復しており、消費税率引き上げ前の駆

け込み需要もみられている。

景気は需要面・供給面・雇用面のいずれも順調

で、回復回復回復回復の動きを持続
2月

3月
景気は、緩やかに回復回復回復回復している。また、消費税率引き上げ

に伴う駆け込み需要が強まっている。

緩やかに回復回復回復回復しており、消費税率引き上げ前の駆

け込み需要と一部に反動もみられている。

景気は需要面・雇用面が順調に推移し、供給面

も堅調で、回復回復回復回復の動きを持続（速報）
3月

4月

景気は、緩やかな回復回復回復回復基調が続いているが、消費税率引

き上げに伴う駆け込み需要の反動により、このところ弱弱弱弱いいいい

動動動動きもきもきもきもみられる。

景気は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の

反動がみられているが、基調としては緩やかに回回回回

復復復復している。

低迷期から脱却の動き

一部に年末需要の反動が

あるものの、景気は回復回復回復回復

基調を持続

緩やかに持持持持ちちちち直直直直ししししている。

景気は、着実に持持持持ちちちち直直直直ししししており、自律的回復回復回復回復に向けた

動きもみられる。 景気は金融危機による低

迷期から脱却し、回復回復回復回復の

動き着実に持持持持ちちちち直直直直ししししている。

景気は、緩やかに回復回復回復回復しつつある。

緩やかに回復回復回復回復している。

年末需要などにより景気

は順調に回復回復回復回復

景気は、緩やかに回復回復回復回復している。

〈〈〈〈フェーズ フェーズ フェーズ フェーズ XⅢXⅢXⅢXⅢ〉〉〉〉

消費増税決定による駆け

込み需要などで増幅された

擬態的成長期擬態的成長期擬態的成長期擬態的成長期

（１）長期にわたる国内総生産の推移

・2008年度以降、低迷したＧＤＰも13年度はアベノミクスや17年ぶりの消費増税の

駆け込み需要もあいまって、名目ＧＤＰでは金融危機以降の最高水準を３年ぶりに

更新、実質ＧＤＰでは過去最高を６年ぶりに更新する見込み

・ 2013年度の名目成長率は1991年度以来の高成長で、実質成長率とのかい離が

約0.3ﾎﾟｲﾝﾄにまで縮小する見込みで、デフレ脱却間近

■■２２２２ 国内総生産国内総生産国内総生産国内総生産のののの動動動動きがきがきがきが語語語語るるるる日本経済日本経済日本経済日本経済のトレンドのトレンドのトレンドのトレンド

国内総生産の推移と成長率の動向

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成
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（注）2013年度は民間エコノミストの見通しの平均値を使用した推計値。

（資料）内閣府「国民経済計算」、日本経済研究センター「ＥＳＰフォーキャスト調査」2014/4



■■２２２２ 国内総生産国内総生産国内総生産国内総生産のののの動動動動きがきがきがきが語語語語るるるる日本経済日本経済日本経済日本経済のトレンドのトレンドのトレンドのトレンド

（２）四半期毎の国内総生産の動きと見通し

・10-12月期月期月期月期のGDP(名目・実質)は5期連続期連続期連続期連続でででで増加増加増加増加。成長率は名目で年率1.2％％％％(前期は0.5％)、
実質では年率0.7％（％（％（％（前期は0.9％）。名目名目名目名目－－－－実質実質実質実質のののの成長率成長率成長率成長率はははは＋＋＋＋0.5％％％％となり、この大きさで
プラスとなるのは2009年以降初年以降初年以降初年以降初めてめてめてめてであり、デフレデフレデフレデフレ解消解消解消解消がががが定着定着定着定着するするするする兆兆兆兆ししししが見られる。
・13年度の見通し成長率は、1-3月期の成長率が4.6％の高い見通しであり、年度としても
1.94％％％％(名目名目名目名目)、、、、2.22％％％％(実質実質実質実質)と依然高く、名目名目名目名目ではではではでは17年年年年ぶりのぶりのぶりのぶりの高成長高成長高成長高成長が期待されている。
・14年度の見通し成長率は、消費増税に伴い14年4～～～～6月期月期月期月期はははは－－－－4％％％％程程程程のののの落落落落ちちちち込込込込みみみみがあるものの
7～～～～9月期以降月期以降月期以降月期以降はははは＋＋＋＋2％％％％前後前後前後前後のののの

成長成長成長成長が見通され、成長率
は2.25％％％％（（（（名目名目名目名目､､､､増税分込増税分込増税分込増税分込みみみみ））））

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

4

は2.25％％％％（（（（名目名目名目名目､､､､増税分込増税分込増税分込増税分込みみみみ））））

、、、、0.71％（％（％（％（実質実質実質実質））））とプラス
成長が期待されている。

資料: 内閣府「国民経済計算」、

（公財）日本経済研究センター

「ESPフォーキャスト調査」2014/4

注：・13・14・15年度の見通しは、民間エ

コノミストの見通しの平均値を使用

した推計値。

・14年1-3月期の値は見通しからの

逆算値。

（１） 品種別、国・地域別輸出動向

■■３３３３ 輸出輸出輸出輸出がががが回復回復回復回復するもするもするもするも、、、、勢勢勢勢いにいにいにいに力強力強力強力強さをさをさをさを欠欠欠欠くくくく状況状況状況状況 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

近畿の主要品目別、国・地域別輸出額の増減と全国に占めるシェア

・近畿の輸出額は2012年に前年比－6.8％となったが

、円安が定着したこともあり、13131313年年年年はははは前年比前年比前年比前年比++++7.87.87.87.8％％％％。

・品目別ではそのそのそのその他他他他、、、、化学化学化学化学製品製品製品製品、、、、電子部品電子部品電子部品電子部品、、、、原料別原料別原料別原料別

製品製品製品製品でででで＋＋＋＋13131313～～～～9999％％％％、輸送用機器、電気機器、一般機

械では＋6～4％と全品目全品目全品目全品目でプラスでプラスでプラスでプラス水準水準水準水準となった。

・14年1-3月期の前年同期比でも同様同様同様同様なななな傾向傾向傾向傾向がががが持続持続持続持続し

ているが、特特特特にににに輸送用機器輸送用機器輸送用機器輸送用機器がアジアアジアアジアアジアＮＩＥＳ、ＮＩＥＳ、ＮＩＥＳ、ＮＩＥＳ、そのそのそのその他他他他

向けに好調。中国向中国向中国向中国向けけけけは電気機械電気機械電気機械電気機械やそのやそのやそのやその他他他他が好調｡

・実質輸出（日銀大阪支店推計）の係数では2010201020102010～～～～

12121212年年年年のののの平均平均平均平均をををを下回下回下回下回るるるる水準水準水準水準で推移しており、外需主導

型の回復は今のところ実現していない。

25.425.425.425.4 25.025.025.025.0
23.423.423.423.4 28.928.928.928.9

46.446.446.446.4
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2013年輸出品金額構成比

2014/132014/132014/132014/13年年年年(1(1(1(1～～～～3333月月月月))))

化学製品

（12.1％）

一般機械

（2.0％）

半導体等

電子部品

（6.5％）

電気機器

（半導体等電子部品以外）

（11.4％）

輸送用

機器等

(20.3％）

その他

（14.3％）

原料別製品

（5.7％）
EUEUEUEU

中国中国中国中国

アメリカアメリカアメリカアメリカ

そのそのそのその他他他他

アジアアジアアジアアジアNIEsNIEsNIEsNIEs

そのそのそのその他他他他アジアアジアアジアアジア

5

近畿の主要品目別輸出額の動向
（注） “輸送用機器等”には近畿でシェアの小さい鉱物性燃料、原料品、食料品を含める。

（資料） 大阪税関「貿易統計」

型の回復は今のところ実現していない。

（注） 「輸送用機器等」には近畿でシェアの小さい鉱物性燃料、原料品、食料品を含める。

（資料） 大阪税関「貿易統計」

近畿の実質輸出（季節調整系列）

-160-8
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 （％）

（注） 数値は、2010年平均=100 （資料） 日本銀行大阪支店「実質輸出入」
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■■３３３３ 輸出輸出輸出輸出がががが回復回復回復回復するもするもするもするも、、、、勢勢勢勢いにいにいにいに力強力強力強力強さをさをさをさを欠欠欠欠くくくく状況状況状況状況 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成
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（資料）近畿：大阪税関「貿易統計」より

中国、韓国、台湾：統計所管部局のＨＰより

(注)台湾の輸出・入におけるEUは、英仏独伊蘭の合計値
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■■４４４４ 四半期四半期四半期四半期のののの景気観測調査景気観測調査景気観測調査景気観測調査からからからから捉捉捉捉えるえるえるえる大阪市大阪市大阪市大阪市のののの状況状況状況状況 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

（１）季節調整後の対前期比景況判断ＤＩ

総括判断：：：：一部に年末需要の反動があるものの、景気は回復回復回復回復基調を持続

定義上からは±０であるが、市民経済計算との
対応などから－２０を景気の分岐レベルに設定
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（資料）「大阪市景気観測調査」、

「大阪市民経済計算」

（注）季節調整方法については

経済調査室のＨＰに掲載
-7.0% -0.6%0.3% -0.7% -2.5% +0.4% +0.7% -3.5%大阪市

成長率

(名目)
(10年度)(2003年度) (04年度) (05年度) (06年度) (07年度) (08年度) (09年度)



（２）前年同期比と前期比を組み合わせた「景気動向クロス判定による現状評価」

■■４４４４ 四半期四半期四半期四半期のののの景気観測調査景気観測調査景気観測調査景気観測調査からからからから捉捉捉捉えるえるえるえる大阪市大阪市大阪市大阪市のののの状況状況状況状況

⑤⑤⑤⑤ 2012年・Ⅰ期は歴史的
な円高の是正などにより
前期比でやや改善して、
「底打ち確認」に推移

⑦⑦⑦⑦ 2012年・Ⅲ期は前期比
前年比ともにややマイ
ナスへと反転し、「後向

③③③③ 2011年・Ⅲ期は震災の
下落の反動増へ推移し、
小康状態

①①①① 2011年・Ⅰ期は強含み状態
へと推移し、回復局面が期待

⑥⑥⑥⑥ 2012年・Ⅱ期は前期比、
前年比ともにプラスとな
り、「強含み」に推移

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

⑩⑩⑩⑩ 2013年・Ⅱ期は前期比、前年比とも
にやや改善するも、「反動増」にとど
まる。

⑫⑫⑫⑫ 2014年・Ⅰ期は前年
比はプラス幅がさらに
拡大し、前月比も3期
ぶりの10ﾎﾟｲﾝﾄ越えと
なり、ほぼ4年ぶりに
「成長持続成長持続成長持続成長持続」に推移

8
（資料）「大阪市景気観測調査」をもとにデータ加工して制作

ナスへと反転し、「後向
きな足踏み」ゾーンに
移動

⑧⑧⑧⑧ 2012年・Ⅳ期は弱含み
の様相をやや強めてい
るが、小康状態。

④④④④ 2011年・Ⅳ期は震災復
興が持続せず、「反動減」
ゾーンに留まる小康状態。

②②②② 東日本大震災で2011年・Ⅱ期の
景況は悪化するも「弱含み」圏内

⑨⑨⑨⑨ 2013年・Ⅰ期はアベ
ノミクスへの期待感か
ら前月比で大きく、前
年比で多少の改善。

⑪⑪⑪⑪ 2013年・Ⅲ期は
前年比はプラス
を維持するも、
前期比は横ばい
で、改善の動き
は依然緩やか。

増加 黒字 上昇 上昇 上昇 順調 不足上昇

原材料価格 製・商品単価 資金繰り 雇用状況
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（前期比） （前年同期比）

※参考

（前期比・季節調整）

出荷・売上高 営業利益判断 営業利益水準

-40
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平成14年の調査開始以降平成20年Ⅲ期までの期間での業況判断の最高期*(平成17年10-12月)

平成14年の調査開始以降平成20年Ⅲ期までの期間での業況判断の最低期*(平成14年1-3月)

来期の見通し

〔凡例〕

業況判断
来期の見通し

×25年7-9月

●25年4-6月

＊25年1-3月

△24年10-12月

□24年7-9月

◇24年4-6月

×25年7-9月

●25年4-6月

＊25年1-3月

△24年10-12月

□24年7-9月

◇24年4-6月

×25年7-9月

●25年4-6月

＊25年1-3月

△24年10-12月

□24年7-9月

◇24年4-6月

×25年7-9月

●25年4-6月

＊25年1-3月

△24年10-12月

□24年7-9月

◇24年4-6月

×25年7-9月

●25年4-6月

＊25年1-3月

△24年10-12月

□24年7-9月

◇24年4-6月

×26年4-6月

●26年1-3月

＊25年10-12月

△25年7-9月

□25年4-6月

◇25年1-3月

※前期比業況判断(季節調整後)における最高期・最低期

（３）主要指標のＤＩ変化と状況認識 （平成25年1-3月～26年4-6月）

■■４４４４ 四半期四半期四半期四半期のののの景気観測調査景気観測調査景気観測調査景気観測調査からからからから捉捉捉捉えるえるえるえる大阪市大阪市大阪市大阪市のののの状況状況状況状況 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

減少 赤字 下降 下落 下落 窮屈 過剰下降
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-40

-80

-60

-40

9

フローフローフローフロー的的的的

ＶＳＶＳＶＳＶＳ

ストックストックストックストック的的的的 営業利益は判断・水準ともに

やや下降するも高水準を維持

資金繰りは再び回復

し、高水準を維持（資料）「大阪市景気観測調査」 雇用の不足感は過

去最高にまで高ま

り､逼迫感はピーク

業況DIは前期比(原データ)では年末需要

期を過ぎてやや下降するも、前年同期比

と季節調整後のDIでは過去最高の水準

原材料価格は最高水準を更新する

も、製･商品単価も最高水準を更

新し、デフレ脱却間近の様相



■■４４４４ 四半期四半期四半期四半期のののの景気観測調査景気観測調査景気観測調査景気観測調査からからからから捉捉捉捉えるえるえるえる大阪市大阪市大阪市大阪市のののの状況状況状況状況

【業況上昇上昇上昇上昇企業】・「「「「季節的要因季節的要因季節的要因季節的要因」」」」、「「「「販売販売販売販売・・・・受注価格受注価格受注価格受注価格のののの上昇上昇上昇上昇」」」」､､､､ 「「「「内需内需内需内需のののの回復回復回復回復」」」」の３つが3割前後割前後割前後割前後で多いがともにややともにややともにややともにやや減少減少減少減少

・10ポイント程度上昇しほぼほぼほぼほぼ20％％％％となったのは、消費増税前の駆け込み需要も含むと考えられる「「「「そのそのそのその他他他他」」」」。

【業況下降下降下降下降企業】・ 年末需要期の翌期であり、 「「「「季節的要因季節的要因季節的要因季節的要因」」」」がががが大幅大幅大幅大幅にににに上昇上昇上昇上昇して32％。「％。「％。「％。「販売販売販売販売・・・・受注価格受注価格受注価格受注価格のののの下落下落下落下落」」」」が31％％％％で続く。

・「「「「内需内需内需内需のののの減退減退減退減退」」」」は横ばいで、 「「「「原材料原材料原材料原材料価格価格価格価格のののの上昇上昇上昇上昇」」」」と「「「「他社他社他社他社とのとのとのとの競合競合競合競合」」」」とが20％弱。

総括判断総括判断総括判断総括判断：：：： 内需内需内需内需のののの回復回復回復回復基調基調基調基調にににに加加加加ええええ、、、、消費増税前消費増税前消費増税前消費増税前のののの駆駆駆駆けけけけ込込込込みみみみ需要需要需要需要がががが影響影響影響影響しているしているしているしている

（４）業況への影響要因にみる注目点

《《《《業況業況業況業況がががが上昇上昇上昇上昇したしたしたした企業企業企業企業》》》》

販売・受注価格の上昇/下降

原材料価格の下落/上昇

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成
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(%)

（注）

「下降要因」にのみ

“資金繰りの状況：

----××××----” を表示

《《《《業況業況業況業況がががが下降下降下降下降したしたしたした企業企業企業企業》》》》

原材料価格の下落/上昇

内需の回復/減退

輸出の回復/減退

季節的要因

他社との競合状況

その他

（資料）

「大阪市景気観測調査」
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【 業況ＤＩ（前期比） 】 【 資金繰りＤＩ（前期比）】

（５） 企業規模による回復格差の観点から

⇒ 業況業況業況業況DIはははは年末需要期年末需要期年末需要期年末需要期のののの翌期翌期翌期翌期のためのためのためのため、、、、49人以下人以下人以下人以下のののの企業企業企業企業はははは下降下降下降下降するもするもするもするも、、、、昨年昨年昨年昨年、、、、一昨年一昨年一昨年一昨年よりもよりもよりもよりも高水準高水準高水準高水準をををを維持維持維持維持。。。。

資金繰資金繰資金繰資金繰りりりりDIではではではでは、、、、19人以下人以下人以下人以下のののの小規模企業小規模企業小規模企業小規模企業ではではではでは再再再再びびびび改善改善改善改善してしてしてして、、、、過去最高水準過去最高水準過去最高水準過去最高水準をををを回復回復回復回復。。。。

■■４４４４ 四半期四半期四半期四半期のののの景気観測調査景気観測調査景気観測調査景気観測調査からからからから捉捉捉捉えるえるえるえる大阪市大阪市大阪市大阪市のののの状況状況状況状況 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成
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11（資料）「大阪市景気観測調査」のデータを加工して制作

【４人以下】 【５～19人以下】

詳細分析詳細分析

【４人以下】 【５～19人以下】
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5555以上以上以上以上

4444～～～～5555未満未満未満未満

《 試算 》景況調査の市内５エリア別分析 【市平均との格差で捉えたエリア別状況】
・製造業が多くを占める東部と西部の今期今期今期今期のののの業況業況業況業況はははは、、、、西部西部西部西部がややがややがややがやや下降下降下降下降したもののしたもののしたもののしたものの市平均並市平均並市平均並市平均並で留まる。一方、東部東部東部東部はははは市平均市平均市平均市平均をををを

依然下回依然下回依然下回依然下回るるるる。。。。中規模製造業の多い西部西部西部西部は前期は市平均並み以上の指標が多かったが、今期は営業利益営業利益営業利益営業利益でででで市平均並市平均並市平均並市平均並みみみみ。

中小工場の多い東部東部東部東部では、来期来期来期来期のののの業況業況業況業況が市平均市平均市平均市平均よりもよりもよりもよりも良良良良くくくく期待期待期待期待されるされるされるされるが、それ以外は市平均からの下方下方下方下方かいかいかいかい離離離離がががが顕著顕著顕著顕著。。。。

・非製造業の多い残り３３３３エリアにエリアにエリアにエリアに共通共通共通共通するのは、雇用状況雇用状況雇用状況雇用状況がががが市平均並市平均並市平均並市平均並みかみかみかみか以上以上以上以上。小規模企業の多い中央南部中央南部中央南部中央南部は今期今期今期今期のののの業況業況業況業況がががが
市平均市平均市平均市平均をををを上回上回上回上回るるるる。中心部中心部中心部中心部は依然好調好調好調好調。規模がやや大きい企業が多い北東部北東部北東部北東部は、今期業況などで市平均を下回るも、雇用状況雇用状況雇用状況雇用状況

では中心部中心部中心部中心部よりもよりもよりもよりも逼迫感逼迫感逼迫感逼迫感がががが強強強強いいいい。

東部

中央南部

【 市内を５エリアに分類 】

■■４４４４ 四半期四半期四半期四半期のののの景気観測調査景気観測調査景気観測調査景気観測調査からからからから捉捉捉捉えるえるえるえる大阪市大阪市大阪市大阪市のののの状況状況状況状況

【 今期の業況 （前期比） 】 【 来期の業況 （今期比） 】
【 凡 例 】

良良 良良
いい いい

⇔⇔ ⇔⇔

市
平
均
よ
り
も

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

 

 

4444～～～～5555未満未満未満未満

3333～～～～4444未満未満未満未満

2222～～～～3333未満未満未満未満

2222未満未満未満未満

中央南部

中心部

北東部

西部

（資料）「大阪市景気観測調査」(2014年1～3月期)のデータを加工して制作

【 営業利益判断 （黒字⇔赤字） 】 【 資金繰り （順調⇔窮屈） 】 【 雇用状況 （不足⇔過剰） 】

悪悪 悪悪
いい いい

よ
り
も
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エリア
（サンプル数）

従業員規模 産業特色

東部

(169)
小 製造業

中央南部

(106)
小 非製造業

中心部

(239)
大 非製造業

北東部

(166)
やや大 非製造業

西部

(129)
中 製造業

全市

(809)

1～ 4人:29.3%

5～49人:46.0%

50人以上:24.7%

製造業:26.9%

非製造業:73.1%

≪≪≪≪参考参考参考参考≫≫≫≫大阪産業創造館大阪産業創造館大阪産業創造館大阪産業創造館ネットモニターネットモニターネットモニターネットモニター調査調査調査調査 －－－－ ’14年年年年3月期月期月期月期－－－－

《３月の景況判断に関する要点》

「「「「駆駆駆駆けけけけ込込込込みみみみ需要需要需要需要のピークをのピークをのピークをのピークを迎迎迎迎ええええ、、、、景況景況景況景況はははは最高潮最高潮最高潮最高潮」」」」

･3月の景況（前月比）をみると、 「上昇・好転」とする回答の割合
が7ポイント上昇し、「下降・悪化」が10ポイント近く減少したた
め、DI*は前月以上の大幅上昇で+41.7と最高水準を更新。
プラス水準は7カ月連続(右図)。

・ 「上昇・好転」した理由は、「時期的、季節的な要因で」が5割
弱で最多、次いで「内需が増大したから」と増税前の駆け込み
需要を示すと考えられる「その他の要因で」が3割台半ば。他
方、「下降・悪化」した理由は「時期的、季節的な要因」が4割強

（ご協力いただいたモニター数：132社、調査時期：2014年4月14日～21日）

景況判断景況判断景況判断景況判断

■■４４４４ 四半期四半期四半期四半期のののの景気観測調査景気観測調査景気観測調査景気観測調査からからからから捉捉捉捉えるえるえるえる大阪市大阪市大阪市大阪市のののの状況状況状況状況 (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

方、「下降・悪化」した理由は「時期的、季節的な要因」が4割強
で、「他社との競合の状況で」が3割弱(図なし)。

・3ヵ月後（6月）の見通しは、今月の景況が最高潮であることと、
増税後の反動減の影響もあって、「上昇・好転」が今月の半分
以下の割合となり、「下降・悪化」が31ポイントも増加して、6月
のＤＩは2012年8月の調査開始以降初めてのマイナスの-15.2と
なった。ただし、21％の企業が「上昇・好転」を見通すなど、状
況は決して悪い水準ではないと考えられよう(右図) 。

・3月の前年同月比をみると、「上昇・好転」がほぼ5割、「下降・
悪化」が8％に過ぎず、DIは10ポイント上昇の+41.7となり、前月
に続いて過去最高値を大幅に更新した(右図)。

*ＤＩ（Diffusion Index）「上昇・好転」の割合から、「下降・悪化」の割合を引いた数字。景気

動向を表す指標のひとつ。
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昨年昨年昨年昨年４４４４月以降月以降月以降月以降のののの円安円安円安円安によるによるによるによる総合的総合的総合的総合的なななな影響影響影響影響



毎月の指標で見る大阪市経済

Ⅰ 需要（支出）セクター

Ｂ．潜在需要Ｂ．建物・設備 Ａ．顕在需要Ａ．稼動水準

1.貸ビル貸室
面積

3.着工新設住宅
戸数

影 響

Ⅱ 供給（生産）セクター

影 響

（来訪者）

2.地下鉄・ニュー

トラム乗車人員

1.月間人口動態

月間世帯動態

☆ 2.中央卸売
市場取扱高

(商
業
系
)

4.貸ビル利用
稼動面積

5.企業向けサービ
ス価格指数※全国

(サ
ー
ビ
ス
業
系
)

3.産業用建築物

着工床面積

※大阪市

いと

3.消費者物価指数
（総合）

4.家計消費支出

（市内消費）
1.大型小売店

販売額《スーパー》

2.大型小売店

販売額《百貨店》

域
内
需
要

一
般
消
費 (民
間
支
出
)

2.貸ビル
空室率（色逆）

1. 輸入額
※大阪港、関空

11 12 1 2

→ ↘ ↘ ↘

11 12 1 2

→ → ↘ →

11 12 1 2

↑ ↗ ↘ ↗

11 12 1 2

↑ ↓ ↓ ↓6.景気DI《サービス

業》 ※大阪府

11 12 1 2

↘ ↑ → ↓

3.景気DI《卸売業》

※大阪府

11 12 1 2

↗ ↗ ↓ →

5. タクシー実車率
☆ ※大阪地区

10 11 12 1

↓ ↗ ↘ →

11 12 1 2

→ → ↑ ↓

11 12 1 2

↑ ↘ ↓ ↑

11 12 1 2

↗ ↗ ↗ ↗

11 12 1 2

11 12 1 2

→ → ↗ ↗

11 12 1 2

→ → → →

11 12 1 2

→ → ↘ ↘
11 12 1 2

↑ ↑ ↓ ↗

11 12 1 2

→ ↗ ↓ ↗

8 9 10 11

↘ → ↘ ↑

（１）毎月の指標動向一覧 （（（（2014201420142014年年年年3333月月月月発表資料発表資料発表資料発表資料よりよりよりより、、、、速報速報速報速報））））■■５５５５ 月次指標月次指標月次指標月次指標でででで捉捉捉捉えるえるえるえる大阪経済大阪経済大阪経済大阪経済のののの動向動向動向動向

底入れ

Ⅲ 雇用・所得セクター

1.完全失業率（色逆）※近畿

Ａ．雇用状況

2.一般職業紹介状況

有効求人数

有効求職者数（色逆）

有効求人倍率

Ｂ．雇用環境

4.機械受注額
※全国

（生産活動）

8.工業生産指数

※大阪府

9.工業用ガス
消費量※大阪府

(工
業
系
)

10.企業倒産件数
（色逆）

※大阪市

(総
合
)

7.企業物価指数
※全国

（資金需要）

11.銀行貸出残高

12.保証承諾額

（色逆）

1.常用雇用指数※大阪府

（需要環境）

5.国内総生産
※実質

域
外
需
要

9.雇用保険受給者数

（色逆）

(政
府
支
出
)

※凡例と図の見方は次ページ

影 響

6. 輸出額

※大阪港、関空

7.外国人入国者数

※大阪港、関空

8.阪神高速大型車

通行台数※阪神圏

2.所定外労働時間指数

※大阪府

3.定期給与指数

※大阪府

11 12 1 2

↗ ↘ ↗ ↘

11 12 1 2

↑ ↗ ↘ ↗

10 11 12 1

↓ → ↗ ↘

11 12 1 2

→ → → ↓

↓ ↗ ↘ →

11 12 1 2

↓ ↗ ↗ ↘

4.日経平均株価
※225, 終値月中平均

11 12 1 2

↗ ↑ → ↓

11 12 1 2

→ → ↘ ↘

11 12 1 2

→ → → ↗

11 12 1 2

→ ↑ ↗ ↘

11 12 1 2

↘ ↓ ↑ →

11 12 1 2

→ ↗ → →

11 12 1 2

→ → ↘ →

11 12 1 2

↘ ↗ ↘ ↓

10 11 12 1

↑ ↑ ↓ ↑

11 12 1 2

↓ ↘ ↑ →

10 11 12 1

↗ → ↗ ↓

10 11 12 1

↗ → ↓ ↓

10 11 12 1

↗ ↓ ↗ ↗

11 12 1 2

↘ ↘ ↑ ↗

↘ ↘ ↗ ↗

↗ ↗ ↑ →

11 12 1 2

↓ ↘ → ↓

☆ : 本発表時に最新資料が未公表

のため、前月号と同じ内容で掲載 14(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

図図図図のののの見方見方見方見方凡例凡例凡例凡例

Ⅰ 需要（支出）セクター

Ｂ．潜在需要Ｂ．建物・設備 Ａ．顕在需要Ａ．稼動水準

Ⅲ 雇用・所得セクター

Ａ．雇用状況 Ｂ．雇用環境

Ⅱ 供給（生産）セクター

内
需

外
需

影 響

商業系

サービス業系

工業系

総合

民間支出

政府支出

影響影響

Ⅰ 需要（支出）セクター

Ｂ．潜在需要Ｂ．建物・設備 Ａ．顕在需要Ａ．稼動水準

Ⅲ 雇用・所得セクター

Ａ．雇用状況 Ｂ．雇用環境

Ⅱ 供給（生産）セクター

内
需

外
需

影 響

商業系

サービス業系

工業系

総合

民間支出

政府支出

影響影響

■矢印の見方 ※向きの決定方法については本編「利用上の注意」参照

景況にプラスの方向

■色の見方

4.家計消費支出 月

前月（期）からの変化を矢印で区分し、色
で意味を表現

番号．指標名

3 4 5 6

↗ ↘ ↘ ↗

↗

→

↘

前月（期）と比較して増加

前月（期）と比較して横ばい

前月（期）と比較して減少

↑ 前月（期）と比較して大きく増加

↓ 前月（期）と比較して大きく減少

15(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

■直近4ヶ月の大阪市経済の変化を読む

図では、経済情勢を俯瞰するために、Ⅰ需要（支出）、Ⅱ供給（生産）、Ⅲ雇用・
所得の３つのセクターに分けて整理した。

ⅠⅠⅠⅠ 需要需要需要需要（（（（支出支出支出支出））））セクターセクターセクターセクター

A.A.A.A.顕在需要顕在需要顕在需要顕在需要は、一般消費（小売・サービス等最終消費者向け）等や輸出等の需

要を中心とした民間支出民間支出民間支出民間支出と、大阪市等による政府支出政府支出政府支出政府支出によって需要の動向を表
す。

B.B.B.B.潜在需要潜在需要潜在需要潜在需要は顕在需要に影響を与える数字を表す。

ⅡⅡⅡⅡ 供給供給供給供給（（（（生産生産生産生産））））セクターセクターセクターセクター

A.A.A.A.稼動水準稼動水準稼動水準稼動水準は、卸を中心とした商業系商業系商業系商業系、事業所を対象とするサービスを提供する

サービスサービスサービスサービス業系業系業系業系、製造業を中心とした生産活動を行う工業系工業系工業系工業系、倒産件数や資金需
要など産業活動を総合的に捉えた総合総合総合総合の４分類で、供給の動向を表す。

B.B.B.B.建物建物建物建物・・・・設備設備設備設備は、各産業活動の稼動水準に影響を与える建物・設備等の状況を
表す。

ⅢⅢⅢⅢ 雇用雇用雇用雇用・・・・所得所得所得所得セクターセクターセクターセクター

Ａ．Ａ．Ａ．Ａ．雇用状況雇用状況雇用状況雇用状況は、雇用者サイドから、ＢＢＢＢ.雇用環境雇用環境雇用環境雇用環境は被雇用者サイドから、雇用・所

得の状況を表す。

景況にマイナスの方向

景況に変化なし

景況にプラスの方向

■大阪市とそれ以外の指標

指標はなるべく大阪市の範囲に近いものを優先して掲載しているが、大阪

市の指標がないものは、大阪府、近畿、全国などの広範囲の指標も代用し
ている。

4.家計消費支出 5.第3次産業指数

《対個人サービス業》
※全国

◇大阪市の指標（枠は実線） ◇大阪市より広域の指標（枠は破線）

例＞ 例＞

◎ただし、以下の６つの指標については指標の意味する内容に鑑み、矢印と色

の対応が逆になっている。

雇用保険受給者数、企業倒産件数、保証承諾額、貸ビル空室率、完全失業
率、有効求職者数 これらの指標は、「（色逆）」で表示。

表記なしの場合 （色逆）の場合↗ ↘↑ ↓ ↘ ↗↓ ↑



【【【【Ａ．Ａ．Ａ．Ａ．稼動水準稼動水準稼動水準稼動水準】】】】

✧✧✧✧商業系商業系商業系商業系 輸入額(2月)は大阪港､関空ともに減少減少減少減少となるも､高水準高水準高水準高水準を維持。卸売
業(大阪府)の景気DI(2月)は高水準高水準高水準高水準で横ばい。大型小売店を含めた商業系は総
じて堅調堅調堅調堅調。

✧✧✧✧サービスサービスサービスサービス業系業系業系業系 貸ビル利用稼働面積(2月)は増加増加増加増加。全国の企業向けサービス価
格指数(2月)は再び上昇し､前々月に次ぐ高水準高水準高水準高水準。サービス業(大阪府)の景気
DI(2月)は大幅大幅大幅大幅にににに下降下降下降下降。サービス業系は､一部に不安定な動きが見られるものの

【【【【Ａ．Ａ．Ａ．Ａ．顕在需要顕在需要顕在需要顕在需要】】】】

✧✧✧✧一般消費一般消費一般消費一般消費 大型小売店販売額(2月)はスーパー､百貨店と
もに､増加して近年の最高値最高値最高値最高値を更新。消費者物価指数(2月)
は上昇上昇上昇上昇して高水準。家計消費支出(2月)は減少減少減少減少が続き弱め
の動き。一般消費は家計消費支出で低調な動きを示すも総
じて順調順調順調順調。

需要面では、一般消費は大型小売店販売額が近年の最高値最高値最高値最高値を更新、外国人入国者数等の域外需要も高水準高水準高水準高水準。需要面は総じて順調順調順調順調。

供給面では、商業系、サービス業系は概ね堅調堅調堅調堅調、工業系は総じて横ばい。供給面は総じて堅調堅調堅調堅調。

雇用面では、大阪府下の雇用状況は総じて堅調堅調堅調堅調、大阪市内の雇用環境は順調順調順調順調な動きを持続。雇用面は総じて順調順調順調順調。

Ⅰ 需要（支出）セクターⅡ 供給（生産）セクター

3333月月月月 ：：：：景気景気景気景気はははは需要面需要面需要面需要面・・・・雇用面雇用面雇用面雇用面がががが順調順調順調順調にににに推移推移推移推移しししし、、、、供給面供給面供給面供給面もももも堅調堅調堅調堅調でででで、、、、回復回復回復回復のののの動動動動きをきをきをきを持続持続持続持続

12月：景気は需要面・供給面・雇用面のいずれも総じて順調で、回復の動きを持続

1月：景気は需要面・供給面・雇用面のいずれも引き続き順調で、回復の動きを持続

2月：景気は需要面・供給面・雇用面のいずれも順調で、回復の動きを持続

■■５５５５ 月次指標月次指標月次指標月次指標でででで捉捉捉捉えるえるえるえる大阪経済大阪経済大阪経済大阪経済のののの動向動向動向動向 （２）大阪市経済の現状

（2014年3月）

速報
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DI(2月)は大幅大幅大幅大幅にににに下降下降下降下降。サービス業系は､一部に不安定な動きが見られるものの
､総じて堅調堅調堅調堅調。

✧✧✧✧工業系工業系工業系工業系 全国の企業物価指数(2月)は下降下降下降下降に転じるも高水準高水準高水準高水準を維持。大阪府の
工業指数(1月)は、生産、在庫、在庫率は下降下降下降下降、出荷は横ばい。大阪府の工業
用ガス消費量(2月)は高水準高水準高水準高水準で横ばいの動き。工業系は総じて横ばい。

✧✧✧✧総合総合総合総合 企業倒産件数(2月)は減少し､前年7月に次ぐ低水準低水準低水準低水準。銀行貸出残高（2
月）は横ばい。保証承諾額（2月）は低水準低水準低水準低水準で横ばい圏内の動き。総合は総じ
て堅調堅調堅調堅調。

【【【【Ｂ．Ｂ．Ｂ．Ｂ．建物建物建物建物・・・・設備設備設備設備】】】】

貸ビル貸室面積(2月)は横ばい。貸ビル空室率(2月)は下降下降下降下降し､ほぼ1年ぶりの
低水準、賃料(2月)は最安水準で横ばい。産業用建築物着工床面積(2月)は減少
が続き、近年にない最低水準最低水準最低水準最低水準。全国の機械受注額(1月)は製造業、非製造業と
もに増加し､合計は高水準高水準高水準高水準を回復。

じて順調順調順調順調。

✧✧✧✧輸出等輸出等輸出等輸出等のののの外需外需外需外需 輸出額(2月)は、関空の減少により合計は
小幅減少減少減少減少となるも高水準高水準高水準高水準を維持。外国人入国者数(2月)は
再び増加し､前年同月比で2割増の高水準高水準高水準高水準。阪神高速大型車
通行台数(2月)は減少減少減少減少となるも､前年同月を上回上回上回上回るるるる水準水準水準水準。域
外需要は総じて堅調堅調堅調堅調。

【【【【Ｂ．Ｂ．Ｂ．Ｂ．潜在需要潜在需要潜在需要潜在需要】】】】

人口(2月)は例年以上に減少減少減少減少、世帯数は横ばい。地下鉄･ﾆｭｰ

ﾄﾗﾑ乗車人員(2月)は増加増加増加増加。着工新設住宅戸数(2月)は減少､

例年を下回る低水準低水準低水準低水準。日経平均株価(2月)は下降下降下降下降となるも､

高水準高水準高水準高水準を維持。国内総生産(2月)は６ヵ月ぶりに増加増加増加増加。潜在

需要はまちまちの動き。

【【【【Ａ．Ａ．Ａ．Ａ．雇用状況雇用状況雇用状況雇用状況】】】】

大阪府の常用雇用指数(1月)は前月の近年最高値から下降するも、高水準高水準高水準高水準を維持。府の所定外労働時間指数(1月)は
上昇上昇上昇上昇、定期給与指数(1月)は下降下降下降下降。雇用状況は総じて堅調堅調堅調堅調。

【【【【Ｂ．Ｂ．Ｂ．Ｂ．雇用環境雇用環境雇用環境雇用環境】】】】

近畿の完全失業率(2月)は横ばい。一般職業紹介状況(2月)では求人数、求職者数ともに増加、求人倍率は近年の最高最高最高最高
水準水準水準水準で横ばい。大阪市内の雇用環境は順調順調順調順調な動きを持続。

Ⅲ 雇用・

所得セクター

0% 20% 40% 60% 80% 100%

近畿

東海

南関東

全国

商店街・一般小売店 百貨店 スーパー

コンビニエンスストア 衣料品専門店 家電量販店

乗用車・自動車備品販売店 その他小売店 飲食関連

旅行・交通関連 通信会社 レジャー施設関連

その他サービス 住宅関連 製造業経営者・従業員

非製造業経営者・従業員 その他企業動向関連 雇用関連

雇用

関連サービス関連
家計動向関連 企業動向

関連小売関連

0% 20% 40% 60% 80% 100%

近畿

東海

南関東

全国

雇用

関連サービス関連
家計動向関連 企業動向

関連小売関連

（（（（１１１１））））内閣府内閣府内閣府内閣府のののの景気景気景気景気ウォッチャーウォッチャーウォッチャーウォッチャー調査調査調査調査よりよりよりより

調査サンプルの構成比■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

・家計動向家計動向家計動向家計動向関連関連関連関連（Ｂ（Ｂ（Ｂ（Ｂ to to to to ＣＣＣＣ企業企業企業企業））））の動きは、3地域ともに1 ⇒ 2 ⇒ 3月と

消費増税消費増税消費増税消費増税がががが近近近近づくにつれてづくにつれてづくにつれてづくにつれて先行先行先行先行きききき方向性方向性方向性方向性がががが急降下急降下急降下急降下しししし、、、、3333年年年年ぶりのぶりのぶりのぶりの低低低低

水準水準水準水準。他方、現状水準現状水準現状水準現状水準DIDIDIDIは3月には3地域ともに57以上と急上昇して

近年の最高水準最高水準最高水準最高水準を更新。増税前の駆駆駆駆けけけけ込込込込みみみみ需要需要需要需要の影響が顕著。

・（参考として逆算した）企業動向企業動向企業動向企業動向＋＋＋＋雇用雇用雇用雇用関連関連関連関連（Ｂ（Ｂ（Ｂ（Ｂ to to to to ＢＢＢＢ企業企業企業企業））））も同様同様同様同様なななな推推推推

移移移移を見せており、現状水準現状水準現状水準現状水準ＤＩ（ＤＩ（ＤＩ（ＤＩ（3333月月月月））））は、3地域ともに近年の最高水準最高水準最高水準最高水準

、他方、先行先行先行先行きききき方向性方向性方向性方向性ＤＩＤＩＤＩＤＩ（（（（3333月月月月））））は3地域とも45454545をををを下回下回下回下回ってってってって低水準低水準低水準低水準。

☆☆☆☆現状現状現状現状とととと先行先行先行先行きにきにきにきに関関関関するこのするこのするこのするこの半年半年半年半年のののの推移推移推移推移

商店街・一般小売店 百貨店 スーパー

コンビニエンスストア 衣料品専門店 家電量販店

乗用車・自動車備品販売店 その他小売店 飲食関連

旅行・交通関連 通信会社 レジャー施設関連

その他サービス 住宅関連 製造業経営者・従業員

非製造業経営者・従業員 その他企業動向関連 雇用関連

景気景気景気景気のののの現状水準現状水準現状水準現状水準ＤＩＤＩＤＩＤＩ

〔〔〔〔横軸横軸横軸横軸〕〕〕〕とととと先行先行先行先行きききき方向性方向性方向性方向性

ＤＩＤＩＤＩＤＩ〔〔〔〔縦軸縦軸縦軸縦軸〕〕〕〕））））のののの座標系座標系座標系座標系にににに

おけるおけるおけるおける最近半年最近半年最近半年最近半年のののの動向動向動向動向

【家計動向関連（左）】と

【企業動向関連＋雇用関連

（右）】

（注）50が中間でそれ以上

が良く、それ未満 は悪

いことを意味する

（資料）内閣府

「景気ウォッチャー調査」
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・日本百貨店協会では、月次の売上高を商品別・地域別に

公表している。大阪地区で分析することも可能だが、阪急

百貨店や近鉄百貨店の開業による影響で、経年動向が不

安定となることから、全国で比較分析した。

・この結果、商品別で消費増税前の駆け込み需要が著しく

発生している商品は図示した４商品であり、3月は10～12

年の各月平均と比較して150～260％もの倍率に達した。

・これら以外の商品（次頁）についても、同様に3月は1～3割

程度の増加となっており、広い商品で駆け込み需要が発生

したと言える。百貨店全体（総額）では33％増の駆け込み

需要となっており、歳末商戦で賑わう12月に近い金額とな

（（（（２２２２））））消費増税消費増税消費増税消費増税にににに伴伴伴伴うううう駆駆駆駆けけけけ込込込込みみみみ需要需要需要需要のののの状況状況状況状況

■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス

①①①①百貨店百貨店百貨店百貨店（（（（全国全国全国全国））））

18

需要となっており、歳末商戦で賑わう12月に近い金額とな

り、単月でも1,700億円の増収となった。

・以上より、反動減が消耗品を中心に生ずることは当然。

(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 18

（資料）日本百貨店協会「全国百貨店売上高概況」

（（（（２２２２））））消費増税消費増税消費増税消費増税にににに伴伴伴伴うううう駆駆駆駆けけけけ込込込込みみみみ需要需要需要需要のののの状況状況状況状況（（（（続続続続きききき））））■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 19（資料）日本百貨店協会「全国百貨店売上高概況」



・分譲マンションに関しては、百貨店の商品と異なり

、物件の立地場所や間取り、デザイン、部屋から

の景色など同じ物件が二度と出回らないとの商品

特性があるため、比較的早めに駆け込み需要が

発生する。

・具体的に、月別の契約戸数状況の変化を見ると、

２月から例年を上回る件数で契約が進んでおり（

株高による影響も重なっている）、消費増税の決

定直前となった９月は最終引き渡しが4月以降とな

っても、5％の税率となる期限でもあり、前年の２倍

以上の件数に急増して（典型的な駆け込み需要）

（（（（２２２２））））消費増税消費増税消費増税消費増税にににに伴伴伴伴うううう駆駆駆駆けけけけ込込込込みみみみ需要需要需要需要のののの状況状況状況状況（（（（続続続続きききき））））

■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

②②②②マンションマンションマンションマンション市場市場市場市場（（（（近畿圏近畿圏近畿圏近畿圏））））
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駆け込み需要

【【【【 近畿圏近畿圏近畿圏近畿圏マンションマンションマンションマンション契約戸数契約戸数契約戸数契約戸数】】】】

１月の反動増？

20

以上の件数に急増して（典型的な駆け込み需要）

いる。しかし、10月以降は例年並みの水準に戻っ

ている。14年に入ってからも、駆け込み需要と考え

られる購入増は見られない（2月の+32％増は1月

が極端に少なかったことの反動と考えられる）。

・2～9月に関して、過去3年平均よりも上回った契約

戸数を駆け込み需要と考えると、戸数ベースで約

4,400戸となり、年間の契約戸数平均：1万6千戸の

27.7％に相当し、かなりの上積みを獲得している。

金額ベースでは約1,500億円に達し、年間市場規

模：5,500億円の28.1％に相当する。

・以上の分析から、新規発売の新築マンションに関

しては駆け込み需要は13年９月にはほぼ終了した

と考えられる。

20

（資料）不動産経済研究所「近畿圏マンション市場動向」

のデータを加工して制作

・また、住宅ローン減税が2014年度から拡充されたことも

あって、住宅の反動減も15年秋からの再増税を勘案す

るとさほどの落ち込みにはならないと思われる。

・ただし、大阪市内の着工住宅戸数の14年1、2月は13年

と比較して低調であり、今後の動向に注視したい。

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

|

1月

14年

2月 3月

2010年 11年 12年 13年 14年 13･14年/11年

・新車の自動車販売を車種別に動向を分析すると、補助金

の影響が絶大であり、2013年4月から実施されたｸﾘｰﾝｴﾈﾙ

ｷﾞｰ自動車補助金によって昨年春先から好調さを持続。

・補助金に加え、14年度からの5％の自動車取得税の2％縮

小もあって、自動車の駆け込み需要と反動減は見極めが

難しい。補助金制度の谷間の11年の販売台数を基準とし

て、駆け込み需要を推量すると、12月まではさほど大きくな

かったが、14年に入って、乗用車を中心に全車種で20～60

（（（（２２２２））））消費増税消費増税消費増税消費増税にににに伴伴伴伴うううう駆駆駆駆けけけけ込込込込みみみみ需要需要需要需要のののの状況状況状況状況（（（（続続続続きききき））））

■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス

③③③③新車自動車新車自動車新車自動車新車自動車（（（（全国全国全国全国））））

西暦 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2013 ||||⇒⇒⇒⇒　　　　ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ自動車補助金自動車補助金自動車補助金自動車補助金 （～14/2月末）

2012 　　　　新新新新エコカーエコカーエコカーエコカー補助金補助金補助金補助金 補助金補助金補助金補助金・・・・終了終了終了終了 　  　  　  　  ⇒⇒⇒⇒｜｜｜｜
2011 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 ||||⇒⇒⇒⇒
2010 補助金補助金補助金補助金・・・・終了終了終了終了 ⇒⇒⇒⇒｜｜｜｜
2009 ||||⇒⇒⇒⇒　　　　エコカーエコカーエコカーエコカー補助金補助金補助金補助金・エコカー・エコカー・エコカー・エコカー減税減税減税減税

21

かったが、14年に入って、乗用車を中心に全車種で20～60

％増の駆け込み需要が読み取れる。

21(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

（資料）一般社団法人 日本自動車販売協会連合会



■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

《従業者数の過不足の状況》 (図（3）-1)

・「景気観測調査」においても、従業者数従業者数従業者数従業者数のののの不足感不足感不足感不足感は過去最高

水準に達していることを確認したが、ここでは正規社員と非正

規社員に区分してその状況を調査した。

・その結果、正規社員正規社員正規社員正規社員のののの方方方方がががが非正規社員非正規社員非正規社員非正規社員よりもよりもよりもよりも「「「「不足不足不足不足」」」」と認識

する割合が13～14ポイント多いが「過剰」とする割合も5ポイン

ト程多くなっている。

・この結果、「不足」％から「過剰」％を引いたＤＩは正規社員の

製造業で31、非製造業で35となり、他方、非正規社員の製造

業で22、非製造業で27となる。いずれも正規社員正規社員正規社員正規社員のののの方方方方がががが、、、、業業業業

《この春先における従業者数の増減見込み》 (図（3）-2)

・逼迫する従業者数に対して、14141414年年年年1111～～～～4444月月月月においてにおいてにおいてにおいて要員要員要員要員のののの

増加増加増加増加をををを図図図図ろうとしているのかどうかろうとしているのかどうかろうとしているのかどうかろうとしているのかどうかを尋ねた質問では、正規

社員の製造業を中心に、正規/非正規を問わず、製造業/

非製造業を問わず増員増員増員増員をををを実現実現実現実現するするするする動動動動きがきがきがきが活発活発活発活発であることが

わかった。（なお、非製造業では「該当なし」が特に非正規

社員では35％と多くなっている。）

・「わからない」、「該当なし」などの％を無視して、単純に「増

加」％－「減少・削減」％を引いて算出したＤＩＤＩＤＩＤＩはははは正規社員正規社員正規社員正規社員

のののの製造業製造業製造業製造業でででで19191919、、、、非製造業非製造業非製造業非製造業でででで8888となり、他方、非正規社員非正規社員非正規社員非正規社員のののの

DIDIDIDIはははは製造業製造業製造業製造業でででではははは10101010、、、、非製造業非製造業非製造業非製造業でででで6666となる。

（（（（３３３３））））景気回復景気回復景気回復景気回復によるによるによるによる人材人材人材人材のののの需要逼迫需要逼迫需要逼迫需要逼迫とととと基本給等基本給等基本給等基本給等のののの待遇改善待遇改善待遇改善待遇改善のののの動動動動きききき

「「「「大阪産業創造館大阪産業創造館大阪産業創造館大阪産業創造館ネットモニターネットモニターネットモニターネットモニター調査調査調査調査」（」（」（」（2月実施月実施月実施月実施））））よりよりよりより

2222（資料）「大阪産業創造館ネットモニター調査」（2014年1月期）

業で22、非製造業で27となる。いずれも正規社員正規社員正規社員正規社員のののの方方方方がががが、、、、業業業業

種別種別種別種別ではではではでは非製造業非製造業非製造業非製造業のののの方方方方がががが不足感不足感不足感不足感がややがややがややがやや強強強強いいいいことが言える。 DIDIDIDIはははは製造業製造業製造業製造業でででではははは10101010、、、、非製造業非製造業非製造業非製造業でででで6666となる。

・図（3）-1の過不足DIと対比すると製造業製造業製造業製造業のののの方方方方がががが、、、、よりよりよりより深刻深刻深刻深刻

なななな不足感不足感不足感不足感をををを抱抱抱抱えておりえておりえておりえており、、、、採用採用採用採用にににに積極的積極的積極的積極的であることが言える。

図図図図（（（（３３３３）－）－）－）－１１１１ 現在現在現在現在のののの従業者数従業者数従業者数従業者数のののの過不足過不足過不足過不足
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図図図図（（（（３３３３））））－－－－２２２２ 従業者数従業者数従業者数従業者数のののの増減見込増減見込増減見込増減見込みみみみ（（（（2014201420142014年年年年1111月末月末月末月末～～～～4444月月月月1111日日日日のののの間間間間））））
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■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス (公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成

《賃金・手当等の増減について》 (図（3）-3、-4、-5)

・2013年10-12月期と14年4-6月期に関して、基本給基本給基本給基本給（（（（正規正規正規正規////非正規別非正規別非正規別非正規別）、）、）、）、冬季冬季冬季冬季

賞与賞与賞与賞与、、、、およびおよびおよびおよび時間外手当時間外手当時間外手当時間外手当のののの昨年同期昨年同期昨年同期昨年同期とのとのとのとの増減増減増減増減を訪ねた結果、「対象者なし、

制度なし」、「わからない」、「支給なし」を除いて、単純に「増加」％－「減少・

削減」％を引いて算出したＤＩＤＩＤＩＤＩはいずれもマイナスとはなっていないはいずれもマイナスとはなっていないはいずれもマイナスとはなっていないはいずれもマイナスとはなっていない。このこと

より、基本給基本給基本給基本給などがなどがなどがなどが全体全体全体全体としてはとしてはとしてはとしては増加増加増加増加するするするする傾向傾向傾向傾向にあると考えられ、4月以降の

消費増税に直面しても、影響が和らぐ世帯があると言えそうである。

・基本給基本給基本給基本給のののの増減増減増減増減がががが従業者規模従業者規模従業者規模従業者規模によりによりによりにより、、、、どうどうどうどう異異異異なるかなるかなるかなるかを分析した結果（図（3）-5）

4人以下では増加となる企業が殆どないものの、5～19人では4割強が増加

となり、小規模企業小規模企業小規模企業小規模企業でもでもでもでも増加増加増加増加するするするする傾向傾向傾向傾向がかなりがかなりがかなりがかなり強強強強いいいいことがわかった。

「「「「大阪産業創造館大阪産業創造館大阪産業創造館大阪産業創造館ネットモニターネットモニターネットモニターネットモニター調査調査調査調査」」」」（（（（2月実施月実施月実施月実施））））よりよりよりより

図図図図（（（（３３３３））））－－－－３３３３ 2013201320132013年年年年10101010----12121212月期月期月期月期ににににおけるおけるおけるおける賃金賃金賃金賃金・・・・手当手当手当手当等等等等のののの増減増減増減増減 図図図図（（（（３３３３））））－－－－４４４４ 2014201420142014年年年年4444～～～～9999月期月期月期月期のののの賃金賃金賃金賃金・・・・手当等手当等手当等手当等のののの増減見込増減見込増減見込増減見込みみみみ

図図図図（（（（３３３３））））－－－－５５５５ 「「「「従業者規模従業者規模従業者規模従業者規模」」」」とととと「「「「 2014201420142014年年年年4444～～～～9999月期月期月期月期のののの基本給基本給基本給基本給

のののの増減見込増減見込増減見込増減見込みみみみ（（（（前年前年前年前年同期同期同期同期ととととのののの比較比較比較比較）」）」）」）」のクロスのクロスのクロスのクロス集計集計集計集計
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（（（（３３３３））））景気回復景気回復景気回復景気回復によるによるによるによる人材人材人材人材のののの需要逼迫需要逼迫需要逼迫需要逼迫とととと基本給等基本給等基本給等基本給等のののの待遇改善待遇改善待遇改善待遇改善のののの動動動動きききき（（（（続続続続きききき））））

2323（資料）「大阪産業創造館ネットモニター調査」（2013年12月期ならびに9月期）

図図図図（（（（３３３３））））－－－－３３３３ 2013201320132013年年年年10101010----12121212月期月期月期月期ににににおけるおけるおけるおける賃金賃金賃金賃金・・・・手当手当手当手当等等等等のののの増減増減増減増減
（（（（前年同期前年同期前年同期前年同期(2012(2012(2012(2012年年年年10101010----12121212月期月期月期月期))))とのとのとのとの比較比較比較比較、、、、従業者一人従業者一人従業者一人従業者一人あたりあたりあたりあたり平均平均平均平均））））
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図図図図（（（（３３３３））））－－－－４４４４ 2014201420142014年年年年4444～～～～9999月期月期月期月期のののの賃金賃金賃金賃金・・・・手当等手当等手当等手当等のののの増減見込増減見込増減見込増減見込みみみみ
（（（（前年前年前年前年同期同期同期同期(2013(2013(2013(2013年年年年4444～～～～9999月期月期月期月期のののの半年間半年間半年間半年間))))とのとのとのとの比較比較比較比較、、、、従業者一人従業者一人従業者一人従業者一人あたりのあたりのあたりのあたりの平均平均平均平均））））

36.6

18.1

21.4

9.5

33.3

11.6

14.3

7.0

53.7

61.4

59.5

41.7

33.3

30.2

54.8

44.2

4.9

1.2

2.4

2.4

14.3

7.0

9.5

7.0

9.5

14.0

9.5

8.1

2.4

16.9

9.5

41.7

0.0

24.4

7.1

26.7

2.4

2.4

7.1

4.8

9.5

12.8

4.8

7.0

0 20 40 60 80 100

製造業

(n=41)

非製造業

(n=83)

製造業

(n=42)

非製造業

(n=84)

製造業

(n=42)

非製造業

(n=86)

製造業

(n=42)

非製造業

(n=86)

増加 横ばい 減少・削減 支給なし 対象者なし、制度なし わからない

(%)

正規社員

の基本給

非正規社員

の基本給

夏季賞与

月平均

時間外

手当



140

160

180

200

220

ドル円為替レート

採算円レート

(製造業)
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（（（（４４４４））））輸出輸出輸出輸出におけるにおけるにおけるにおける採算為替採算為替採算為替採算為替レートのレートのレートのレートの変化変化変化変化

■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス

・・・・ 「「「「企業行動企業行動企業行動企業行動にににに関関関関するアンケートするアンケートするアンケートするアンケート調査調査調査調査」」」」((((内閣府内閣府内閣府内閣府))))では、

東京（大阪）、名古屋の証券取引所(第一・二部)に上

場する企業(約2,500社)を対象に、業況や今後の動

向を調査している（回収数は製造業で約400社）。

・多くの質問がある中で、輸出を行なっている製造業

（約250社）が回答する「「「「採算採算採算採算のとれるのとれるのとれるのとれる為替為替為替為替レートレートレートレート」」」」に

着目する。採算為替採算為替採算為替採算為替レートのレートのレートのレートの平均値平均値平均値平均値のののの推移推移推移推移をみると

（図1）、実際の為替レートが下降（円高）するにつれ

て、海外からの資材等の調達コストが節約できること

図図図図1111 輸出輸出輸出輸出でででで採算採算採算採算のとれるのとれるのとれるのとれる為替為替為替為替レートとレートとレートとレートと実際実際実際実際のののの為替為替為替為替レートレートレートレート

①①①① 輸出輸出輸出輸出でででで採算採算採算採算のとれるのとれるのとれるのとれる為替為替為替為替レートとレートとレートとレートと実際実際実際実際のののの為替為替為替為替レートのレートのレートのレートの関係関係関係関係
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24(公財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 24

て、海外からの資材等の調達コストが節約できること

もあって、採算水準採算水準採算水準採算水準をををを切切切切りりりり下下下下げているげているげているげていることがわかる。

・採算為替レートの平均値は、実際の為替レートが上

昇した期間でも、そのそのそのその上昇分上昇分上昇分上昇分よりもよりもよりもよりも緩緩緩緩やかなやかなやかなやかな上昇上昇上昇上昇にとにとにとにと

どまっておりどまっておりどまっておりどまっており、原価低廉化の努力を持続させている。

・5年間に及んだ円高局面である、1990～95年と2007

～12年を比較すると、前者前者前者前者ではではではでは採算水準採算水準採算水準採算水準をををを29292929円円円円

(21.8%)(21.8%)(21.8%)(21.8%)切切切切りりりり下下下下げげげげ、、、、後者後者後者後者ではではではでは24242424円円円円(22.4%)(22.4%)(22.4%)(22.4%)切切切切りりりり下下下下げるげるげるげる

など、いずれもすさまじい努力の跡が確認できる。

・13131313年年年年､､､､14141414年年年年とととと円高修正円高修正円高修正円高修正がががが進進進進んだんだんだんだため、採算為替採算為替採算為替採算為替レートレートレートレート

はははは実際実際実際実際のののの為替為替為替為替レートをレートをレートをレートを下回下回下回下回るるるるようになり、輸出製造業

は輸出による利益を５年ぶりに得られる状況が実現。

（資料）内閣府「企業行動に関するアンケート調査」（平成21～25年度、調査時期は

各年度の1月）、日本銀行長期時系列データ

（注）ドル円為替レートは、「企業行動に関するアンケート調査」の回答時期である

各年1月の東京市場17時スポット価格の月中平均値(名目)。

（（（（４４４４））））輸出輸出輸出輸出におけるにおけるにおけるにおける採算採算採算採算レートのレートのレートのレートの変化変化変化変化（（（（続続続続きききき））））

■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス

・2008年以降、円高基調が続いており、10101010年年年年1111月月月月

にはにはにはには1111ドルドルドルドル91919191円円円円というというというという円高円高円高円高であった。その状況

下、採算が取れる為替レートは、「90円以上100

円未満」との回答が6割を占めており、実際実際実際実際にににに

採算採算採算採算がとれるがとれるがとれるがとれる企業企業企業企業はははは2222割割割割にににに満満満満たなかったたなかったたなかったたなかった。。。。

・さらなる円高の進展に対して、輸出企業は非常

は努力を積み重ねて採算水準の切り下げに取

り組んだ。その結果、12121212年年年年1111月月月月にはにはにはには、、、、1111ドルドルドルドル「「「「80808080

円未満円未満円未満円未満」」」」でもでもでもでも、、、、採算採算採算採算がとれるとするがとれるとするがとれるとするがとれるとする企業企業企業企業がががが3333割強割強割強割強

ありありありあり、「、「、「、「80808080円以上円以上円以上円以上90909090円未満円未満円未満円未満」」」」がががが4444割割割割にににに達達達達するするするするまで

図図図図2222 輸出輸出輸出輸出のののの際際際際にににに採算採算採算採算のとれるのとれるのとれるのとれる為替為替為替為替レートのレートのレートのレートの推移推移推移推移

企業数の割合 （n=248（14年）～300（10年）、製造業のみ)

②②②② 輸出輸出輸出輸出でででで採算採算採算採算のとれるのとれるのとれるのとれる製造業製造業製造業製造業のののの割合割合割合割合のののの推移推移推移推移
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23年1月中平均)

(％)

2011年年年年1月月月月

40

50

60

70

輸出で採算の

とれる企業

(全体の2割強割強割強割強)

76.9円円円円
(ドル円為替レート・

24年1月中平均)

(％)

2012年年年年1月月月月

40

50

60

70

輸出で採算の

とれる企業

(全体の6割強割強割強割強)

89.2円円円円
(ドル円為替レート・

25年1月中平均)

(％)

2013年年年年1月月月月

40

50

60

70

輸出で採算の

とれる企業

(全体の8割弱割弱割弱割弱)

103.9円円円円
(ドル円為替レート・

26年1月中平均)

(％)

2014年年年年1月月月月
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ありありありあり、「、「、「、「80808080円以上円以上円以上円以上90909090円未満円未満円未満円未満」」」」がががが4444割割割割にににに達達達達するするするするまで

に至った。しかし、円高はこのスピードを上回る

ペースで進み、1111ドルドルドルドル70707070円台円台円台円台のののの歴史的円高局歴史的円高局歴史的円高局歴史的円高局

面面面面に至り、採算採算採算採算のとれるのとれるのとれるのとれる企業企業企業企業はははは2222割程度割程度割程度割程度にににに過過過過ぎぎぎぎ

なかったなかったなかったなかった。

・安部政権誕生後の13131313年年年年1111月月月月にはにはにはには円高修正円高修正円高修正円高修正がががが進進進進

みみみみ、、、、1111ドルドルドルドル89.289.289.289.2円円円円となった。この結果、採算水準

の切り下げが進んだ国内では、6666割割割割をををを超超超超えるえるえるえる企企企企

業業業業がががが採算採算採算採算のとれるのとれるのとれるのとれる水準水準水準水準にににに改善改善改善改善したしたしたした。このため、

13年度は製造業の営業利益が大幅に増加。

・その後も異次元の金融緩和で100円台まで円

安が進展し、14141414年年年年1111月月月月はははは104104104104円付近円付近円付近円付近となったた

め8888割弱割弱割弱割弱のののの企業企業企業企業でででで採算採算採算採算がとれておりがとれておりがとれておりがとれており、輸出企業

の営業利益は14年度も相当多いと期待される｡

（資料）内閣府「企業行動に関するアンケート調査」(平成21～25年度、調査時期は各年度の1月)

（注1）輸出で採算のとれる企業の比率は、「80円以上90円未満」の企業が、80～90円の範囲に

等しい割合で存在するとの仮定のもとに算出した推計値である。

（注2）平成21、22年度調査では、「70円未満」の選択肢はなく、代わりに「80円未満」の選択肢

が設定されている。
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（（（（５５５５））））製造業製造業製造業製造業におけるにおけるにおけるにおける海外現地生産海外現地生産海外現地生産海外現地生産とととと逆輸入逆輸入逆輸入逆輸入のののの最近最近最近最近のののの状況状況状況状況

■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス

・海外現地生産比率海外現地生産比率海外現地生産比率海外現地生産比率（海外現地生産高÷(国内生産高＋

海外現地生産高））は、2000200020002000～～～～08080808年度年度年度年度にかけてはにかけてはにかけてはにかけては資本金資本金資本金資本金

規模規模規模規模をををを問問問問わずわずわずわず上昇上昇上昇上昇したが、金融危機以降は50～100億円

規模を除いて概概概概ねねねね横横横横ばいばいばいばい圏圏圏圏でででで推移推移推移推移。ただし、12、13年度

と規模を問わず再び最高値を連続更新しており、特に円円円円

高是正高是正高是正高是正がががが実現実現実現実現したしたしたした13131313年度年度年度年度もももも上昇上昇上昇上昇していることは要注目。

このため、日本日本日本日本からのからのからのからの輸出輸出輸出輸出がががが想定想定想定想定ほどほどほどほど伸長伸長伸長伸長していないしていないしていないしていない。

・逆輸入比率逆輸入比率逆輸入比率逆輸入比率（海外現地生産高に占める日本向け輸出高)

では、2008年度以降、資本金10～50億円未満の企業を

除いて下降下降下降下降トレンドトレンドトレンドトレンドをたどり、海外工場海外工場海外工場海外工場のののの販売先販売先販売先販売先はははは益益益益々、々、々、々、

図図図図1111 海外現地海外現地海外現地海外現地生産生産生産生産比率比率比率比率とととと逆輸入比率逆輸入比率逆輸入比率逆輸入比率のののの推移推移推移推移◎◎◎◎ 海外現地海外現地海外現地海外現地生産生産生産生産比率比率比率比率とととと逆輸入比率逆輸入比率逆輸入比率逆輸入比率のののの推移推移推移推移（（（（図図図図１１１１））））
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除いて下降下降下降下降トレンドトレンドトレンドトレンドをたどり、海外工場海外工場海外工場海外工場のののの販売先販売先販売先販売先はははは益益益益々、々、々、々、

現地市場現地市場現地市場現地市場やややや第第第第3333国向国向国向国向けがけがけがけが中心中心中心中心となりかけていたとなりかけていたとなりかけていたとなりかけていた。ただし、

円安に転じた13131313年度年度年度年度ではではではでは僅僅僅僅かではあるがかではあるがかではあるがかではあるが反転上昇反転上昇反転上昇反転上昇した。

・海外現地生産比率と逆輸入比率を用いて、国内生産高国内生産高国内生産高国内生産高

にににに占占占占めるめるめるめる逆輸入高逆輸入高逆輸入高逆輸入高のののの比率比率比率比率（（（（割合割合割合割合））））を試算した結果、13年

度は規模を問わず上昇。資本金資本金資本金資本金100100100100億円以上億円以上億円以上億円以上のののの企業企業企業企業でででで

7.27.27.27.2％、％、％、％、10101010～～～～50505050億円規模億円規模億円規模億円規模でででで4.64.64.64.6％％％％に達し､ともにともにともにともに最高記録最高記録最高記録最高記録。

・国内生産国内生産国内生産国内生産はははは高付加価値分野高付加価値分野高付加価値分野高付加価値分野へのへのへのへの特化傾向特化傾向特化傾向特化傾向が続いており

汎用品汎用品汎用品汎用品等等等等はははは技術力が高まりつつある輸入品輸入品輸入品輸入品にににに依存依存依存依存するするするする

傾向傾向傾向傾向が徐々に浸透しているであろう。

（資料）内閣府「企業行動に関するアンケート調査」、日本銀行資料

図図図図2222 国内生産高国内生産高国内生産高国内生産高にににに占占占占めるめるめるめる逆輸入高逆輸入高逆輸入高逆輸入高のののの比率比率比率比率のののの推移推移推移推移

（注）資本金10億円未満企業の逆輸入比率に関しては、2010年に欠損値

があることと、データのバラつきが大きいため、表示していない。

◎◎◎◎国内国内国内国内生産高生産高生産高生産高にににに占占占占めるめるめるめる逆輸入高逆輸入高逆輸入高逆輸入高のののの比率比率比率比率のののの推移推移推移推移（（（（図図図図２２２２））））

◎◎◎◎ 両分析両分析両分析両分析からのからのからのからの示唆示唆示唆示唆・・・・考察考察考察考察

（６） 機械類の機種別輸出／輸入動向から捉える輸出不振の現状
・日本の輸出総額のほぼ2/3を占める機械類について、円高是正が進展した2013年以降の主要機種毎主要機種毎主要機種毎主要機種毎のののの輸出輸出輸出輸出

・・・・輸入動向輸入動向輸入動向輸入動向を四半期単位で分析した。

・輸出（図１）：殆どの業種において、2013201320132013年年年年ⅠⅠⅠⅠ期期期期はマイナスのはマイナスのはマイナスのはマイナスの伸伸伸伸びびびびであったが、工作機械などを除いてⅡⅡⅡⅡ期以期以期以期以

降降降降にプラスににプラスににプラスににプラスに転転転転じてじてじてじて、、、、そのそのそのその後後後後ももももⅣⅣⅣⅣ期期期期にかけてにかけてにかけてにかけて、、、、さらにプラスさらにプラスさらにプラスさらにプラス幅幅幅幅がががが上昇上昇上昇上昇する方向へシフトする業種が多く見られる

。しかし、14141414年年年年ⅠⅠⅠⅠ期期期期にはにはにはには殆殆殆殆どのどのどのどの業種業種業種業種でででで成長率成長率成長率成長率がががが降下降下降下降下しておりやや懸念される。また、横軸：金額に着目すると、

電子デバイスを除いて増加方向増加方向増加方向増加方向へのへのへのへの変化幅変化幅変化幅変化幅がががが小小小小さいさいさいさいことがわかり、輸入と対比すると成長力が弱いと言える。

・輸入（図２）：携帯電話を除く業種は左下に位置した2013201320132013年年年年ⅠⅠⅠⅠ期期期期からからからから次第次第次第次第にににに右上右上右上右上にににに向向向向かっているかっているかっているかっている様子が明らか

である。しかも、伸伸伸伸びびびび率率率率はははは14141414年年年年ⅠⅠⅠⅠ期期期期ではではではでは20202020～～～～50505050％％％％と高く、急成長していることがわかる。

・このように、輸出輸出輸出輸出のののの伸伸伸伸びがさほどでもないびがさほどでもないびがさほどでもないびがさほどでもない状況で、輸入輸入輸入輸入がががが多多多多くのくのくのくの業種業種業種業種でででで急拡大急拡大急拡大急拡大していることが、円安になっても

貿易黒字が定着しない主要因の一つであることが確認できる。

図図図図1111 輸出輸出輸出輸出額額額額のののの大大大大きいきいきいきい主要業種主要業種主要業種主要業種にににに関関関関するするするする 図図図図2222 輸入額輸入額輸入額輸入額のののの大大大大きいきいきいきい主要業種主要業種主要業種主要業種にににに関関関関するするするする

■■６６６６ 最近最近最近最近のののの経済経済経済経済トピックストピックストピックストピックス
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（注）・輸出に関して、１、２位を占める自動車と産業機械の金額は10億円単位

・2014年Ⅰ期は3月データが未発表のため、1、2月データから推計

（資料）日本機械輸出組合「最近の機械貿易統計」

図図図図1111 輸出輸出輸出輸出額額額額のののの大大大大きいきいきいきい主要業種主要業種主要業種主要業種にににに関関関関するするするする

金額金額金額金額、、、、前年同期比伸前年同期比伸前年同期比伸前年同期比伸びびびび率率率率のののの推移推移推移推移

図図図図2222 輸入額輸入額輸入額輸入額のののの大大大大きいきいきいきい主要業種主要業種主要業種主要業種にににに関関関関するするするする

金額金額金額金額、、、、前年同期比伸前年同期比伸前年同期比伸前年同期比伸びびびび率率率率のののの推移推移推移推移
〔 凡 例 〕 〔 凡 例 〕
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